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都市計画法に基づく開発許可制度に関する運用基準（該当部分抜粋） 
新旧対照表 

Ⅰ 開発許可制度の概要 （運用基準 P．１～19） 

新 旧 

第２節 主な用語の定義 

(1) ～ (5) ① ～ ③ （略） 

 ④ 関連区域の定義について 

開発区域外であって既存の公共施設又は他法令による規制があ

る土地で開発区域と一体的に整備する必要がある既存公共施設の

整備部分の土地のことをいう。 

原則として以下の区域を関連区域とすることができる。 

ア 既存の進入道路、河川・水路等の公共施設敷を拡幅し、それら

の用に供する土地の区域 

イ 地下埋設物（電気・ガス・上下水道等）の接続（引込・放流）

に伴う公共施設の掘削工事を行う土地の区域 

ウ 既存公共施設の改築（歩道切り下げ、側溝（水路）の蓋（橋）

がけ）を行う土地の区域 

エ 他法令による土地利用制限で法令の所管課と施工に関する協

議なされた土地 

※公共施設は都計法第４条、施行令第１条の二に該当する施設のこと。 

 

 

第３節 制度のあらまし 

１．～２．（略） 

３． 宅地造成及び特定盛土規制法の許可等のみなし制度 

 令和３年７月、静岡県熱海市で盛土の崩落による土石流災害が発生

し寛大な被害が生じました。この他にも盛土等の崩壊による被害が全

第２節 主な用語の定義 

(1) ～ (5) ① ～ ③ （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 制度のあらまし 

１．～２．（略） 

（新設） 
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国各地で発生しています。 

 このため、宅地・農地・森林など土地の用途やその目的にかかわら

ず、危険な盛土等を全国一律の基準で規制し、盛土等による災害から

国民の生命及び財産を保護する目的で、宅地造成及び特定盛土規制法

（以下、「盛土規制法」という。）が令和５年５月に施行されました。 

 本県では、令和８年 10 月１日から県内ほぼ全域を宅地造成等工事

規制区域または特定盛土等規制区域に指定し、盛土規制法の運用を開

始しています。 

 法第 29 条第１項又は第２項の開発許可で当該開発行為が盛土規制

法に基づく許可を要する工事については、開発許可を受けることをも

って、盛土規制法第 12条第１項又は第 30 条第１項の許可を受けたも

のとみなす（以下、「みなし許可」という。）ものです。この場合、

別途に盛土規制法の許可を受ける必要はありません。 

 また、開発許可を受けることをもって、盛土規制法の許可を受けた

とみなされることから、盛土規制法に基づく中間検査（盛土規制法第

18 条）、定期の報告（同法第 19 条）、標識の掲示（同法第 49 条）等

の規定が適用されます。みなし許可となる工事であっても、以下の手

続きは法に基づくものとは別に、盛土規制法等に基づく申請等が必要

です。 

 なお、変更許可、工事完了の検査については、都市計画法に基づく

手続きをもって、盛土規制法に基づく同手続きを行ったものとみなさ

れます。 

※盛土規制法に関する詳細については、「沖縄県盛土規制法許可申請等の手

引き」を参照 

 

４．開発許可等申請手続きの可否の判定について 

   （略） 

(1) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．開発許可等申請手続きの可否の判定について 

   （略） 

(1) （略） 
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(2) 区域区分を定めていない都市計画区域（非線引き都市計画区域）及び

準都市計画区域 

 

 

(2) 区域区分を定めていない都市計画区域（非線引き都市計画区域）及び

準都市計画区域 
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(3) 都市計画区域及び準都市計画区域外 

 

(3) 都市計画区域及び準都市計画区域外 
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(4) 市街化調整区域における開発（建築）許可の判断について 

      （略） 

 

 

第５節 開発許可の手続きの流れ 

      （略） 

 

(1)区域区分を定めた都市計画区域（線引き都市計画区域） 

  ①市街化区域 

 

   市街化調整区域における開発（建築）許可の判断について 

      （略） 

 

 

第５節 開発許可の手続きの流れ 

      （略） 

 

(1)区域区分を定めた都市計画区域（線引き都市計画区域） 

  ①市街化区域 
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※１～※２（略） 

※３みなし許可では盛土規制法に基づく定期報告、中間検査の適用する場

合がありますので沖縄県建築指導課盛土対策班に適宜、ご確認ください。

 

②市街化調整区域 

 

※１～※２（略） 

 （新設） 

 

 

②市街化調整区域 
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※１～※２（略） 

※３みなし許可では盛土規制法に基づく定期報告、中間検査の適用する場

合がありますので沖縄県建築指導課盛土対策班に適宜、ご確認ください。

 

 

(3)区域区分の定められてない都市計画区域（非線引き都市計画区域）、準

都市計画区域並びに非線引き都市計画区域及び準都市計画区域外の区域 

 

※１～※２（略） 

 （新設） 

 

 

 

(3)区域区分の定められてない都市計画区域（非線引き都市計画区域）、準

都市計画区域並びに非線引き都市計画区域及び準都市計画区域外の区域 
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※１～※２（略） 

※３みなし許可では盛土規制法に基づく定期報告、中間検査の適用する場

合がありますので沖縄県建築指導課盛土対策班に適宜、ご確認ください。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１～※２（略） 

 （新設） 
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新旧対照表 

Ⅱ 開発行為の許可 （運用基準 P.20～32） 

新 旧 

第３節 開発許可の特例（法第34条の２） 

  （略） 

【県等とみなされる者】 

(1) ～ (8) （略） 

(9) 国、都道府県、指定都市、中核市、特例市又は上記（６）の市町村

とみなされる者 

 ①～⑤（略） 

 ⑥独立行政法人空港周辺整備機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 開発許可の特例（法第34条の２） 

  （略） 

【県等とみなされる者】 

(1) ～ (8)（略） 

(9) 国、都道府県、指定都市、中核市、特例市又は上記（６）の市町村と

みなされる者 

 ①～⑤（略） 

 ②独立行政法人空港周辺整備機構 
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新旧対照表 

Ⅲ 開発許可の基準 （運用基準 P.33～64） 

新 旧 

第１節 技術基準（法第33条） 

 開発行為の技術基準の摘要区分は下表のとおりですが、詳細について

は各適用規定を参照してください。（P○○チェック表を参照。） 

□技術基準の適用関係（○印：適用、×印：不適用、△印：用途または

規模により適用、◇印：みなし許可の対象となる場合に適用） 

 

 

 

第１節 技術基準（法第33条） 

 開発行為の技術基準の摘要区分は下表のとおりですが、詳細については

各適用規定を参照してください。（P247チェック表を参照。） 

□技術基準の適用関係（○印：適用、×印：不適用、△印：用途または規

模により適用） 
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新旧対照表 

Ⅳ 開発行為許可申請手続 （運用基準 P.65～85） 

新 旧 

第１節 許可申請までの手続 

１．～３．（略） 

４．他法令との調整等 

 (1) ～ (8)（略） 

 (9) 盛土規制法 

   沖縄県内で、宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域に

指定された区域内で一定規模の盛土等行う場合、盛土規制法に基づ

く許可が必要となります。宅地だけでなく、農地・森林における盛

土・切土や単なる土捨て行為・一時的な堆積についても規制の対象

となる場合がありますので、担当課である沖縄県土木建築部建築指

導課と協議を行ってください。 

 

第２節 開発許可申請 

１．～２．（略） 

３．申請書（法第30条第１項） 

(1) ～ (7)（略） 

(8) 資金計画 

   自己の居住用又は１ha未満の自己の業務用の開発行為のうち、み

なし許可の対象とならない申請の場合は不要です。 
 

 

 

 

 

第１節 許可申請までの手続 

１．～３．（略） 

４．他法令との調整等 

 (1) ～ (8)（略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 開発許可申請 

１．～２．（略） 

３．申請書（法第30条第１項） 

(1) ～ (7)（略） 

(8) 資金計画 

 （新設） 
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４．開発許可申請図書の作成について 

 

※印を付した図書は自己の居住用又は１ha 未満の自己の業務用の開発行

為のうち、みなし許可の対象とならない申請の場合は不要です。 

◇（略） 

○（略） 

◎（略） 

△（略） 

 

４．開発許可申請図書の作成について 

 

※印を付した図書は自己の居住用又は１ha 未満の自己の業務用の開発行

為の場合は不要です。 

◇（略） 

○（略） 

◎（略） 

△（略） 
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開発許可申請図書作成要領（別表２） 

 

 

 

※印を付した図書は自己の居住用又は１ha 未満の自己の業務用の開発行

為のうち、みなし許可の対象とならない申請の場合は不要です。 

◇（略） 

○（略） 

◎（略） 

△（略） 

開発許可申請図書作成要領（別表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※印を付した図書は自己の居住用又は１ha 未満の自己の業務用の開発行

為の場合は不要です。 

◇（略） 

○（略） 

◎（略） 

△（略） 
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５．設計者の資格（法第31条） 

  １ha 以上の開発行為に関する設計図書を作成する設計者は、下表の

資格を有す必要があり、設計者資格証明書を添付しなければなりませ

ん。 

  また、「高さが５ｍを超える擁壁の設置」または「盛土又は切土を

する土地の面積が1,500㎡を超える土地における排水施設の設置」が

ある場合には、法第31条の設計者の資格を証する書類とは別に、盛土

規制法第13条第２項又は同法第31条第２項による設計者資格証明書

を添付しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．設計者の資格（法第31条） 

  １ha 以上の開発行為に関する設計図書を作成する設計者は、下表の

資格を有す必要があり、設計者資格証明書を添付しなければなりませ

ん。 

 （新設） 
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新旧対照表 

Ⅴ 開発許可後の手続 （運用基準 P.84～95） 

新 旧 

第１節 開発工事の着手から工事完了までの手続 

１．工事着手届（県細則第 13 条） 

 開発許可を受けた工事に着手したときは遅滞なく工事着手届（第 16 号

様式）を知事に提出しなければなりません。 

 また、工事着手の日から工事完了の日までの間は、工事現場のうち公

衆の見やすい場所に開発許可標識（第 17号様式）を掲示しなければなり

ません。 

 なお、みなし許可の対象となる工事については、盛土規制法第 49 条に

基づき標識の掲示が必要となります。開発許可に係る標識と盛土規制法

に基づく許可に係る標識には重複する内容が多いことから、沖縄県では、

盛土規制法に規定される標識に不足する項目（第１～２号）を追記する

ことで、図に示す標識のとおり、開発許可の標識と盛土規制法許可の標

識を兼ねることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 開発工事の着手から工事完了までの手続 

１．工事着手届（県細則第 13 条） 

 開発許可を受けた工事に着手したときは遅滞なく工事着手届（第 16 号

様式）を知事に提出しなければなりません。 

 また、工事着手の日から工事完了公告があるまでの間は、工事現場のう

ち公衆の見やすい場所に開発許可標識（第 17 号様式）を掲示しなければ

なりません。 

 （新設） 
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２．開発行為変更許可（法第 35 条の２第１項、県細則第 12 条第１項） 

(1)～(3)（略） 

（4） みなし許可の変更許可申請手続規定（盛土規制法第16条第５項、

第28条第２項） 

みなし許可の対象の工事で、その工事の計画を変更し法第35条の

２第１項の開発変更許可を受けたときは、盛土規制法第16条第１項

又は第35条第１項の変更許可を受けたものとみなす。 

   なお、当初の開発許可時に盛土規制法の許可対象に該当せず、計

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．開発行為変更許可（法第 35 条の２第１項、県細則第 12 条第１項） 

(1)～(3)（略） 

 （新設） 
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画変更時に、新たに盛土規制法の許可対象に該当する場合は、開発

変更許可申請に加え、盛土規制法に基づく許可申請を行う必要があ

ります。 

 

３．変更届出（法第35条の２第３項、県細則第12条第２項） 

(1)（略） 

(2) みなし許可の変更届出 

  法第35条の２第３項の規定による届出をした工事は、盛土規制法第

16条第２項又は第35条第２項の変更の届出をしたものとみなします。 

(3) 工事施行者の変更 

  変更許可を要するか、又は変更届出で足りるかについては、下表を

参照してください。 

 

(4) 工事着手予定年月日又は工事完了予定年月日 

開発許可標識の修正を行わなければなりません。 

   開発区域を工区分けしている場合にあっては、各工区の工事着手

予定年月日又は工事完了予定年月日が変更となる場合にあっても届

出が必要です。 

※変更届出書の作成要領は「P100 ２．開発行為変更届」を参照してく

ださい。 

第３節 開発登録簿（法第 46 条、第 47 条） 

 

 

 

 

３．変更届出（法第35条の２第３項、県細則第12条第２項） 

(1)（略） 

（新設） 

 

 

(2) 工事施行者の変更 

  変更許可を要するか、又は変更届出で足りるかについては、下表を参

照してください。 

 

(3) 工事着手予定年月日又は工事完了予定年月日 

開発許可標識の修正を行わなければなりません。 

   開発区域を工区分けしている場合にあっては、各工区毎の工事着手

予定年月日又は工事完了予定年月日が変更となる場合にあっても届

出が必要です。 

※変更届出書の作成要領は「P96 ２．開発行為変更届」を参照してくだ

さい。 

第３節 開発登録簿（法第 46 条、第 47 条） 
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１．（略） 

２．登録の内容（法第 47 条） 

(1)～(10) （略） 

(11) 盛土規制法第 15 条第２項又は第 34 条第２項のみなし許可の

内容 

 

３．開発登録簿の閲覧（法第 47 条第５項） 

開発登録簿は、沖縄県土木建築部建築指導課において閲覧に供し、

請求に基づきその写しを交付します。 

※交付をする場合に手数料が必要です。（１枚につき 500 円の県証紙） 

 

 

第５節 予定建築物等以外の建築等の許可（法第 42 条、県細則第 19 条） 

  （前略） 

 この規定は、用途地域等が定められている地域については建築基準法

等の規制が行われるため適用外とされており、実質的には用途地域等の

定められていない土地の区域内において行われる新築、改築又は用途変

更について適用されるものです。また、本条による規制は、開発許可を

受けた者に限らず、すべての者に適用されます。 

  （後略） 

 

 

 

 

 

 

 

１．（略） 

２．登録の内容（法第 47 条） 

(1)～(10) （略） 

 （新設） 

 

 

３．開発登録簿の閲覧（法第 47 条第５項） 

開発登録簿は、沖縄県土木建築部建築指導課において閲覧に供し、請

求に基づきその写しの交付します。 

※交付をする場合に手数料が必要です。（１枚につき470円の県証紙） 

 

 

第５節 予定建築物等以外の建築等の許可（法第 42 条、県細則第 19条） 

  （前略） 

 この規定は、用途地域が定められている地域については建築基準法等の

規制が行われるため適用外とされており、実質的には用途地域の定められ

ていない土地の区域内において行われる新築、改築又は用途変更について

適用されるものです。また、本条による規制は、開発許可を受けた者に限

らず、すべての者に適用されます。 

  （後略） 
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新旧対照表 

Ⅵ 市街化調整区域内の建築許可等 （運用基準 P.115～118） 

新 旧 

第２節 許可不要の建築行為等（法第43条第１項のただし書） 

(1) ～ (2) （略） 

 

(3) 都市計画法改正（平成18年5月31日制定、平成19年11月30日施行）

前の同法第29条第１項第３号、第４号、及び第43条第１項第１号の規定

に基づき許可不要として扱われ建築された建築物の場合は、前期(1)の表

によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 許可不要の建築行為等（法第43条第１項のただし書） 

(1) ～ (2) （略） 

 

(3) 都市計画法改正（平成18年5月31日制定、平成19年６月30日施行）前

の同法第29条第１項第３号、第４号、及び第43条第１項第１号の規定に基

づき許可不要として扱われ建築された建築物の場合は、前期(1)の表によ

るものとする。 

 


